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や
災
害
・
盗
難
な
ど
の
損
害
を
受
け

た
場
合（
医
療
費
控
除
や
雑
損
控
除

を
受
け
ら
れ
ま
す
。）

③
住
宅
の
取
得
や
一
定
の
増
改
築
の

た
め
に
、
銀
行
な
ど
か
ら
借
り
た
住

宅
資
金
の
借
入
金
残
高
が
あ
る
場
合

（
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
を
受
け

ら
れ
ま
す
。）

④
年
末
調
整
後
に
配
偶
者
の
所
得
や
扶

養
親
族
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合

市
・
県
民
税
の
申
告

　

平
成
30
年
１
月
１
日
現
在
、
鳥
取
市

に
住
所
が
あ
る
人
は
市
・
県
民
税
の
申

告
が
必
要
で
す
。

　

た
だ
し
、
次
に
該
当
す
る
人
は
申
告

の
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

①
確
定
申
告
を
し
た
人

②
年
末
調
整
を
受
け
た
給
与
所
得
以
外

の
所
得
が
な
い
人

③
収
入
が
公
的
年
金
の
み
の
人

（
注
）次
に
該
当
す
る
と
き
は
、
市
・

県
民
税
の
申
告
が
必
要
で
す
。

◆
確
定
申
告
の
必
要
が
な
い
人
で
、『
公

的
年
金
等
の
源
泉
徴
収
票
』
に
記
載

さ
れ
て
い
る
控
除
以
外
の
各
種
控
除

の
適
用
を
受
け
る
と
き

※
扶
養
、
社
会
保
険
料
、
生
命
保
険
料

な
ど
の
控
除
を
受
け
る
場
合
は
申
告

が
必
要
で
す
。

※
期
限
内
申
告
に
ご
協
力
を
お
願
い
し

ま
す
。

※
各
総
合
支
所
で
も
申
告
相
談
、
申
告

書
を
受
け
付
け
ま
す
。
詳
し
く
は
総

合
支
所
だ
よ
り
２
月
号
で
ご
確
認
く

だ
さ
い
。

確
定
申
告

　

所
得
税
は
、
自
分
で
所
得
と
税
額
を

計
算
す
る
申
告
納
税
制
度
に
な
っ
て

い
ま
す
。
所
得
と
税
額
を
正
し
く
計
算

し
、
期
限
内
に
申
告
と
納
税
を
済
ま
せ

ま
し
ょ
う
。

　

確
定
申
告
が
必
要
な
人
は
次
の
と
お

り
で
す
。

　
所
得
税
お
よ
び
復
興
特
別
所
得
税
の
確
定
申
告
と
市
・
県
民
税
の
申
告
時
期
が

近
づ
い
て
き
ま
し
た
。
混
雑
を
避
け
る
た
め
、
早
め
の
申
告
と
、
公
共
交
通
機
関

の
利
用
に
ご
協
力
く
だ
さ
い
。

申
告
会
場

　

鳥
取
税
務
署
と
合
同
の
申
告
会
場
を

次
の
と
お
り
設
置
し
ま
す
。

時
２
月
16
日（
金
）
〜
３
月
15
日

（
木
）
９:

00
〜
17:

00
（
受
付
は

16:

00
ま
で
）

※
土
・
日
は
除
く
。
た
だ
し
、
２
月
18

日
お
よ
び
２
月
25
日
の
日
曜
日
は
、

申
告
相
談
を
行
い
ま
す
。

※
右
記
期
間
中
、
鳥
取
税
務
署
内
で
の

申
告
相
談
は
受
け
付
け
て
い
ま
せ

ん
。

所
鳥
取
市
役
所
駅
南
庁
舎　

地
階
第

４
会
議
室
（
市
・
県
民
税
の
申
告
）

地
階
第
５
会
議
室
（
確
定
申
告
な
ど
）

問
い
合
わ
せ
先
　
駅
南
庁
舎
市
民
税
課　
　

 
 

０
８
５
７-

20-

３
４
１
７

 
 

０
８
５
７-

20-

３
４
０
１

　

各
総
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支
所
市
民
福
祉
課 

 

14
ペ
ー
ジ

　
　
　
　
　
　
　

鳥
取
税
務
署　
　
　
　
　

 
 

０
８
５
７-

22-

２
１
４
１

申
告
の
準
備
は
お
早
め
に

※
平
成
29
年
中
に
所
得
が
な
か
っ
た

場
合
で
も
、
国
民
健
康
保
険
・
後
期

高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入
し
て
い
る

人
は
、
保
険
料
の
算
定
が
不
利
と
な

る
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、
市
・
県

民
税
の
申
告
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

市
・
県
民
税
の
申
告
書

　

平
成
29
年
度
に
市
・
県
民
税
の
申
告

書
を
提
出
し
た
人
に
は
、「
平
成
30
年

度
市
民
税
・
県
民
税
申
告
書
」
を
１
月

末
ご
ろ
郵
送
し
ま
す
。

　

申
告
書
の
提
出
は
郵
送
で
も
受
け
付

け
ま
す
。（
フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
、電
子
メ
ー

ル
で
の
提
出
は
受
け
付
け
ま
せ
ん
。）

確
定
申
告
書
の
作
成
は
、

『
確
定
申
告
書
等
作
成

コ
ー
ナ
ー
』で

◆
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
「
確
定

申
告
書
等
作
成
コ
ー
ナ
ー
」　　

（http://w
w

w
.nta.go.jp

）
で
、

自
宅
か
ら
電
子
申
告
で
き
ま
す
。（
申

告
書
を
プ
リ
ン
ト
し
て
郵
送
な
ど
で

昨年の申告会場

　
申
告
書
に
は
、マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
記
載
が
必
要
と
な
り
ま
す
（
被
扶
養
者
を
含
む
）。

　
申
告
書
を
提
出
す
る
と
き
は
、「
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
」
ま
た
は
「
通
知
カ
ー

ド
お
よ
び
身
分
証
明
書
（
運
転
免
許
証
、
医
療
保
険
証
な
ど
）」
の
提
示
ま
た
は
写

し
の
提
出
が
必
要
で
す
の
で
、
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

提
出
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。）

※
ｅ–
Ｔ
ａ
ｘ
（
イ
ー
タ
ッ
ク
ス
）で

電
子
申
告
を
す
る
に
は
電
子
証
明
書

付
き
の
住
民
基
本
台
帳
カ
ー
ド
ま
た

は
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
が
必
要
で

す
。
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
取
得

方
法
に
つ
い
て
は
駅
南
庁
舎
市
民
課

（

 

０
８
５
７-

20-
３
４
９
２
）ま

で
。

　【申告に必要なもの】
■申告用紙（会場に用意しています）、印鑑
■「マイナンバーカード」または「通知カードおよび身分

証明書（運転免許証、健康保険証など）」
■通帳（還付申告の場合）
■平成29年中の収入、支出明細書や領収書
■平成29年分収支内訳書、平成28年分収支内訳書（控）
■平成29年分の給与や年金、配当などの源泉徴収票や支払証明書
■医療費控除を受ける人は、平成29年中に支払った医療費の明細書また

は領収書、保険などで補てんされる金額の明細書
■雑損控除を受ける人は、住宅や家財の損害などに関連する支出について

の明細書、領収書
■セルフメディケーション税制による医療費控除の特例の適用を受ける人

は、セルフメディケーション税制の明細書、申告する人の健康の維持促
進および疾病予防への取り組みを行ったことを明らかにする書類

■平成29年中に支払った国民健康保険料、後期高齢者医療保険料、任意
継続保険料、介護保険料、国民年金保険料の額のわかるもの

※国民年金保険料で控除を受ける場合、支払金額証明書の添付が必要です。
■生命保険料、地震保険料控除を受ける人は、保険料の支払証明書
■寄附金控除を受ける人は、特定寄附金の明細書や領収書
■障がい者や勤労学生を証明する書類
※障がい者手帳をお持ちでない65歳以上の人で知的障がい者または身体障が

い者に準ずる者として要介護の認定を受けた場合は、『障害者控除対象者認
定書』が必要です。詳しくは、駅南庁舎高齢社会課（  0857-20-3452）まで。

■その他必要経費の額や、控除額を証明するもの

給
与
所
得
が
あ
る
人

　

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
人
は
、

確
定
申
告
が
必
要
で
す
。

①
給
与
収
入
が
２
０
０
０
万
円
を
超
え

る
人

②
給
与
所
得
・
退
職
所
得
以
外
の
所
得

合
計
額
が
20
万
円
を
超
え
る
人

③
２
カ
所
以
上
か
ら
給
与
を
も
ら
い
、

主
な
給
与
以
外
の
給
与
収
入
と
給
与

所
得
・
退
職
所
得
以
外
の
所
得
合
計

額
が
20
万
円
を
超
え
る
人

※
②
と
③
に
つ
い
て
は
、
20
万
円
以
下

の
場
合
で
も
市
・
県
民
税
の
申
告
が

必
要
で
す
。

給
与
以
外
の
所
得
が
あ
る
人

　

平
成
29
年
中
に
お
い
て
、
次
に
該
当

す
る
人
で
所
得
の
合
計
額
が
基
礎
控

除
、
配
偶
者
控
除
、
扶
養
控
除
、
そ
の

他
の
所
得
控
除
の
合
計
額
よ
り
も
多

か
っ
た
人
は
必
ず
申
告
し
て
く
だ
さ

い
。

①
事
業（
商
業
・
農
業
な
ど
）を
営
ん

だ
人

②
地
代
・
家
賃
な
ど
の
不
動
産
収
入
が

あ
っ
た
人

③
雑
所
得（
個
人
年
金
、
太
陽
光
発
電

の
売
電
収
入
な
ど
）が
あ
っ
た
人

④
一
時
所
得（
保
険
の
満
期
受
取
金
な

ど
）が
あ
っ
た
人

⑤
土
地
や
建
物
、
株
式
の
売
却
が
あ
っ

た
人

※
農
業
所
得
は
、
収
入
金
額
か
ら
必
要

経
費
を
差
し
引
い
て
計
算
し
ま
す
。

農
業
所
得
を
申
告
す
る
際
に
は
、
収

入
金
額
と
必
要
経
費
が
分
か
る
よ

う
、
通
帳
や
領
収
書
、
帳
簿
な
ど
か

ら
収
支
内
訳
書
を
作
成
し
、
提
出
し

て
く
だ
さ
い
。

年
金
所
得
の
あ
る
人

　
『
公
的
年
金
な
ど
の
収
入
金
額
が

４
０
０
万
円
を
超
え
る
場
合
』、『
公
的

年
金
な
ど
に
係
る
雑
所
得
以
外
の
所
得

金
額
の
合
計
額
が
20
万
円
を
超
え
る
場

合
』
ま
た
は
『
外
国
の
法
令
に
基
づ
く

年
金
を
受
給
し
て
い
る
場
合
』
は
、
確

定
申
告
が
必
要
で
す
。

（
注
）右
記
以
外
の
場
合
で
あ
っ
て
も
、

各
種
控
除
の
適
用
を
受
け
る
な
ど
、

所
得
税
の
還
付
を
受
け
る
た
め
の
確

定
申
告
書
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

還
付
申
告

　

次
の
場
合
、
確
定
申
告
を
す
る
と
源

泉
徴
収
さ
れ
た
所
得
税
の
還
付
を
受
け

ら
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

①
平
成
29
年
の
中
途
で
退
職
し
、
再
就

職
し
て
い
な
い
場
合

②
多
額
の
医
療
費
を
支
払
っ
た
場
合


